
事業番号 - - -

（ ）

48 48

単位

令和3年度 4年度活動見込算出根拠 単位 令和元年度 令和2年度

千円／地
域・校 43,245／154 15,620/49

単位当たり
コスト

執行額／推進地域・指定校数

人権教育研究指定校への
参加数

単位当たり
コスト

千円 281 319

24,873/64 27,306/63計算式

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標 単位 令和元年度

当初見込み 校 109 92

人権教育研究指定校指定
校数

活動実績 校 109 33

令和元年度

45 16

48 48 -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

389 433

-

令和4・5年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 令和4年度当初予算 令和5年度要求 主な増減理由

初等中等教育振興事業委
託費

27 27

16 15 -

当初見込み 地域 45 41 16 15 -

令和2年度 令和3年度
4年度

活動見込
5年度

活動見込

諸謝金

2

教職員研修費 1 1

計 33 33

活動内容
（アクティビ

ティ）

人権教育研修推進事業においては、学校、家庭、地域社会が一体となった教育上の総合的な研究や、学校における人権教育に関する指導方
法の改善及び充実に資することを目的とした実践的な研究を実施し、人権教育の一層の推進を図る。

活動目標及び
活動実績

（アウトプット）

活動目標 活動指標

人権教育推進地域への参
加数

人権教育推進地域指定数
活動実績 地域

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

92% 31% 77%

執行率（％） 92% 31% 77%

職員旅費 0.4 0.4

2 2

委員等旅費 2

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

１．人権教育総合推進地域事業
　学校、家庭、地域社会が一体となった教育上の総合的な取組を都道府県教育委員会との連携・協力の下で推進し、基本的人権尊重の精神を高め、一人一
人を大切にした教育の充実に資することを目的として、実践的な研究を委託。
２．人権教育研究指定校事業
　学校における人権教育に関する指導方法の改善及び充実に資することを目的として、モデル校を指定し、実践的な研究を委託。
３．人権教育の指導方法の在り方等に関する調査研究
　人権教育に関する事業等の実践・成果を踏まえ、学校における人権教育に関する指導方法等の在り方等について調査研究を行い、その成果の普及を図
る。

実施方法 委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

執行額 47 16 27

計 51 51 35 33 33

予備費等 - - -

予算
の状
況

-

前年度から繰越し

・人権教育・啓発に関する基本計画（平成14年3月15日閣議
決定）
・第3期教育振興基本計画（平成30年6月15日閣議決定）

翌年度へ繰越し - - -

- -

令和5年度要求

当初予算 51 51 35 33 33

補正予算 -

- - - -

事業名 人権教育開発事業 担当部局庁 初等中等教育局 作成責任者

事業開始年度 平成9年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

2022 文科 21 0088

令和4年度行政事業レビューシート 文部科学省

主要政策・施策 子ども・若者育成支援 主要経費 文教及び科学振興

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　人権教育については、平成１２年に「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」が成立しており、同法を受けて平成１４年に閣議決定された「人権教育・
啓発に関する基本計画」では、学校における指導方法の改善を図るための調査研究等を行うこととしている。このため、本事業により、推進地域・指定校の指
定して実践的な研究を行うとともに、国レベルにおける指導方法の在り方等に関する調査研究・普及の事業を行い、人権教育の一層の推進を図る。

児童生徒課
児童生徒課長
清重　隆信

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

関係する
計画、通知等



100.6 -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
全国学力・学習状況調査

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と

の
関
係

政
策
評
価

政策 2　確かな学力の向上、豊かな心と健やかな体の育成と信頼される学校づくり

施策

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

本事業は人権教育及び人権啓発の推進に関する法律（平成
12年法律第147号）を受けて閣議決定された人権教育・啓発
に関する基本計画（平成14年3月15日）に基づくものであり、
基本的人権尊重の精神を高め、一人一人を大切にした教育
の充実に資することを目的としているため、社会のニーズは
高い。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○
人権教育及び人権啓発の推進に関する法律第４条において
人権啓発に関する施策を策定・実施することは国の責務とさ
れている。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○
児童生徒の豊かな心を育むという施策目標を達成するため
に、学校における人権教育の指導方法の改善を図るための
調査研究等を行うこと等は必要であり、適切である。

該当箇所

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

政策評価書
URL

https://www.mext.go.jp/content/20211224-mxt_kanseisk02-000019646_2-
2.pdf

該当箇所 施策目標2-2-3,2-2-4

新
経
済
・
財
政
再
生

計
画
改
革
工
程
表

2
0
2
1

取組
事項

分野：

（新経済・財政再生計画改革工程表 2021）
URL：

成果実績 ％ 87.9 -

達成度

目標最終年度

- 年度 4 年度

100.9 -

88.4 -

目標値 ％以上 84.4 - 87.9 - 88.4

「人が困っているときは、進
んで助けていますか」という
質問に「当てはまる」「どち
らかと言えば当てはまる」と
回答した生徒の割合を令
和４年度までに88.4％以上
にする。（中学校）
補足事項：令和２年度は新
型コロナウイルス感染症の
影響により全国学力・学習
状況調査が行われなかっ
たため、数値が得られな
かった。

「人が困っているときは、進
んで助けていますか」という
質問に「当てはまる」「どち
らかと言えば当てはまる」と
回答した生徒の割合

成果実績 ％ 85.7 -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
全国学力・学習状況調査

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

88.7 -

目標値 ％以上 85.3 - 87.9 - 88.7

「人が困っているときは、進
んで助けていますか」という
質問に「当てはまる」「どち
らかと言えば当てはまる」と
回答した児童の割合を令
和４年度までに88.7％以上
にする。（小学校）
補足事項：令和２年度は新
型コロナウイルス感染症の
影響により全国学力・学習
状況調査が行われなかっ
たため、数値が得られな
かった。

「人が困っているときは、進
んで助けていますか」という
質問に「当てはまる」「どち
らかと言えば当てはまる」と
回答した児童の割合

達成度 ％ 101.5 -

年度 4 年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

％ 103 -

令和元年度 令和2年度 令和3年度
中間目標 目標最終年度

-

2-2 豊かな心の育成



事業名事業番号

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○

自分の大切さとともに他の人の大切さを認めることができる
ということが態度や行動にまで現れるようにすることを人権
教育の目標としているところ、人が困っているときは進んで
助けていると回答する児童生徒の割合が高い水準となって
おり、成果実績は成果目標に見合ったものとなっている。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○
公募に当たっては、教育委員会・学校によるコスト削減・効率
化の取組を促しており、効果的かつ低コストで実施されてい
るものと考えている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○
各都道府県等において、人権教育の推進地域や研究指定
校の指定による人権教育の充実に資する実践的な研究がな
されており、見込みに見合ったものとなっている。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

法務省の取組は全国的な人権の理解を深めるための人権
啓発活動であり、学校教育における人権教育の指導方法等
に関する研究等は行っていない。

○
事業の実施内容については、審査委員会等において、経費
の費目・使途を審査するなど、その必要性についてチェック
を行っており、コスト削減や効率化に努めている。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
公募後、当該事業審査委員会において、事業経費の費目・
使途を厳正に審査する等、真に必要なものに限定している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○
不用率が大きくなっている理由は、新型コロナウイルス感染
症の影響から講演等の開催方法をオンライン等に変更した
りしたためである

○

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律第４条において
人権啓発に関する施策を策定・実施することは国の責務とさ
れていることから、全額国庫負担としており受益者との負担
関係は妥当である。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
毎年度、経費の使途や妥当性を検討した上で、事業に必要
な予算を積算し予算を確保しており、適正な単位当たりコス
トである。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐

本事業に係る人権教育の実践事例等については当省HPに
掲載の上、各都道府県教育委員会等に周知をし、学校にお
ける人権教育を進める上で活用されている。

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○

十分な公告期間を確保した上で企画競争を行っており、支出
先の選定は妥当である。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

無

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

外部有識者の所見

不用額が増えたことは、新型コロナウイルス感染症の蔓延によるものであり、やむを得ないと判断する。
ただし、アウトカムについて、現状のものだけでなく、実践研究で開発された指導方法、教材の数を指標とするなど、事業の成果を適切に測るため一層の工夫が
必要である。

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容

の
一
部
改

善
この事業は、外部有識者の所見を踏まえ、成果の把握において、新型コロナウイルスの影響で測定不可能となっているため、工夫を図るべきであ
る。

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
学校教育における人権教育については、「人権教育及び人権啓発の促進に関する法律」（平成12年）を受けて閣議決定された「人権教育・啓発
に関する基本計画」（平成14年）において、その指導方法の改善を図るために調査研究の実施を推進することとしており、今後とも教育実践な
どについての調査研究が効率的かつ効果的に実施され、その成果の活用促進が図られていくことが必要である。

改善の
方向性

人権教育の指導方法等に関する調査研究結果の更なる普及を図るとともに、各団体の取組事例をホームページで紹介することや人権教育に
係る動画配信等を通じて事業の成果物の更なる活用促進を図る。

法務省 全国的視点に立った人権啓発活動の実施



-

※令和3年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

委託【随意契約（公募）】

再委託【随意契約（公募）】

（大阪府の場合）

【公募　再委託　全４市町村教育委員会　1.7百万円]

2021 文科 20

文部科学省 0081

Ａ．大阪府教育委員会等
２３百万円

（全３３教育委員会等）

Ｂ．神奈川県教育委員会等
１百万円

（全８教育委員会等）

Ｃ．市町村教育委員会等　　１９百万円
（全４８教育委員会等）

67

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

令和3年度

令和2年度 文部科学省 0083

0088

文部科学省　２７百万円 諸謝金　　　 　　2百万円
委員等旅費 　　0.2百万円
教職員研修費　0.09百万円
　　　　　　　　　　　　　を含む

平成29年度 65

平成26年度 64

平成27年度 61

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成24年度 105

平成25年度 62

年
度
内
に

改
善
を
検

討
令和4年度の人権教育研究推進事業において、現状・成果の把握・検証のために、指標を設定し、事業の開始前、開始後に児童生徒に対する質
問紙調査を実施し、変容について、年度末に提出いただく「人権課題別事業実施報告書概要」の事業成果の欄に記載していただくこととしている。
令和4年度の当該取組みを踏まえて、今後当該事業の成果指標について検討していく予定である。

      文部科学省

Ａ．大阪府教育委員会　1.9百万円

貝塚市教育
委員会

０．９百万円

泉南市教育
委員会

０．２百万円

茨木市教育
委員会

０．２百万円

羽曳野市教
育委員会

０．２百万円

備考

○人権教育・啓発に関する基本計画
　http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/jinken/06082102/016/010.htm
○第３期教育振興基本計画（平成30年6月15日閣議決定）
　https://www.mext.go.jp/a_menu/keikaku/detail/1406127.htm
○人権教育に関する特色ある実践事例
　http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/jinken/jirei/1321696.htm

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成23年度 101

平成30年度

令和元年度

平成28年度 62

本事業は、委託を受けた都道府県教育委員会等が、学校、家庭、地
域社会が一体となった教育上の総合的な研究や、学校における人
権教育に関する指導方法の改善及び充実に資することを目的とした
実践的な研究を実施し、人権教育の一層の推進を図る。



支出先上位１０者リスト

A.

B

100％

44 100％

8 大阪市教育委員会 6000020271004
地域及び指定校における
人権教育推進事業の実施

0
随意契約

（企画競争）
44

7 北海道教育委員会 7000020010006
地域及び指定校における
人権教育推進事業の実施

0.1
随意契約

（企画競争）

6 広島県教育委員会 7000020340006
地域及び指定校における
人権教育推進事業の実施

0.1
随意契約

（企画競争）
44 100％

100％

5 京都市 2000020261009
地域及び指定校における
人権教育推進事業の実施

0.1
随意契約

（企画競争）
44 100％

44 100％

4 高知県教育委員会 5000020390003
地域及び指定校における
人権教育推進事業の実施

0.2
随意契約

（企画競争）
44

3 兵庫県教育委員会 8000020280003
地域及び指定校における
人権教育推進事業の実施

0.2
随意契約

（企画競争）

2 横浜市教育委員会 3000020141003
地域及び指定校における
人権教育推進事業の実施

0.2
随意契約

（企画競争）
44 100％

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
神奈川県教育委員
会

1000020140007
地域及び指定校における
人権教育推進事業の実施

0.4
随意契約

（企画競争）
44 100％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

44 100％10 福島県 7000020070009
地域及び指定校における
人権教育推進事業の実施

0.9
随意契約

（企画競争）

9 埼玉県 1000020110001
地域及び指定校における
人権教育推進事業の実施

1
随意契約

（企画競争）
44 100％

100％

8 岐阜県 4000020210005
地域及び指定校における
人権教育推進事業の実施

1
随意契約

（企画競争）
44 100％

44 100％

7 山口県 2000020350001
地域及び指定校における
人権教育推進事業の実施

1
随意契約

（企画競争）
44

6 和歌山県 4000020300004
地域及び指定校における
人権教育推進事業の実施

1.1
随意契約

（企画競争）

5 福岡県 6000020400009
地域及び指定校における
人権教育推進事業の実施

1.3
随意契約

（企画競争）
44 100％

100％

4 鹿児島県 8000020460001
地域及び指定校における
人権教育推進事業の実施

1.6
随意契約

（企画競争）
44 100％

44 100％

3 愛媛県 1000020380008
地域及び指定校における
人権教育推進事業の実施

1.6
随意契約

（企画競争）
44

2 三重県教育委員会 5000020240001
地域及び指定校における
人権教育推進事業の実施

1.6
随意契約

（企画競争）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 大阪府教育委員会 4000020270008
地域及び指定校における
人権教育推進事業の実施

1.9
随意契約

（企画競争）
44 100％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

計 1 計 0

旅費 講師旅費 0

諸謝金 講師謝金 0.1

図書購入費 教職員参考図書等 0.2

消耗品費 模造紙等 0.8

C.久留米市良山中学校区 D.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1.9 計 0.4

使　途

図書購入費 教職員参考図書等 0 旅費 研修費等 0

教職員参考図書等 0

諸謝金 講師謝金 0.1 消耗品費 ラベル等 0.2

金　額
(百万円）

費　目
金　額

(百万円）

再委託費 市町村教育委員会への委託 1.7 諸謝金 講師謝金 0.2

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.大阪府教育委員会 B.神奈川県教育委員会

費　目 使　途

消耗品費 封筒等 0.1 図書購入費



C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

- - -

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - -

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

100％

10
高松市立香東中学
校区

1000020372013
地域及び指定校における
人権教育推進事業の実施

0.6
随意契約

（企画競争）
1 100％

2 100％

9 萩市立旭中学校区 2000020352047
地域及び指定校における
人権教育推進事業の実施

0.7
随意契約

（企画競争）
1

8
新座市立第三中学
校区

8000020112305
地域及び指定校における
人権教育推進事業の実施

0.7
随意契約

（企画競争）

7
湯浅町立湯浅中学
校区

7000020303615
地域及び指定校における
人権教育推進事業の実施

0.7
随意契約

（企画競争）
2 100％

100％

6
小山市美田中学校
区

4000020092088
地域及び指定校における
人権教育推進事業の実施

0.8
随意契約

（企画競争）
1 100％

1 100％

5
可児市立広陵中学
校区

6000020212148
地域及び指定校における
人権教育推進事業の実施

0.8
随意契約

（企画競争）
2

4 双葉郡広野町 1000020075418
地域及び指定校における
人権教育推進事業の実施

0.8
随意契約

（企画競争）

3
貝塚市立第三中学
校区

4000020272086
地域及び指定校における
人権教育推進事業の実施

0.9
随意契約

（企画競争）
4 100％

100％

2
姶良市立山田中学
校区

2000020462250
地域及び指定校における
人権教育推進事業の実施

1
随意契約

（企画競争）
3 100％

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
久留米市良山中学
校区

8000020402036
地域及び指定校における
人権教育推進事業の実施

1
随意契約

（企画競争）
2

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等


